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(単位 ： 円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

Ⅰ．流動資産 〔 1,344,546,544  〕 Ⅰ．流動負債 〔 1,313,626,019  〕

1 現 金 及 び 預 金 38,020,000 28 買 掛 金 349,355,378

2 売 掛 金 286,049,372     短 期 借 入 金 500,000,000

3 製 品 149,978,238 30 未 払 金 65,769,297

4 半 製 品 22,386,712 31 未 払 法 人 税 等 58,725,262

5 原 材 料 245,295,568     未 払 事 業 税 等 7,178,600

6 貯 蔵 品 3,043,027 32 未 払 費 用 55,521,817

7 短 期 貸 付 金 579,641,214 43 未 払 利 息 229,561

40 前 渡 金 - 40 前 受 金 3,117,543

8 前 払 費 用 1,940,867 33 預 り 金 2,184,462

9 未 収 入 金 151,841 34 未 払 消 費 税 27,015,100

10 未 収 収 益 362,039 41 電 子 記 録 債 務 191,732,899

11 立 替 金 17,677,666 35 賞 与 引 当 金 52,796,100

12 仮 払 金 -                    Ⅱ．固定負債 〔 -                    〕

13 繰 延 税 金 資 産 - 36 長 期 未 払 金 -

Ⅱ．固定資産 〔 2,874,404,193  〕 退 職 給 付 引 当 金 -

1．有形固定資産 （ 2,817,234,751  ） 1,313,626,019

14 建 物 479,147,266     純資産の部

15 構 築 物 25,283,555       Ⅰ．株主資本 〔 2,905,324,718  〕

16 車 両 運 搬 具 5,315,008        １　資本金 300,000,000

17 工 具 器 具 備 品 42,242,098       ２　資本剰余金 （ 310,000,000     ）

18 機 械 装 置 456,774,767     （1）資本準備金 310,000,000

19 土 地 1,326,672,057  ３　利益剰余金 （ 2,295,324,718  ）

20 建 設 仮 勘 定 481,800,000     （1）利益準備金 41,164,270

2．無形固定資産 （ 3,670,496        ） （2）その他利益剰余金 （ 2,254,160,448  ）

21 電 話 加 入 権 1,383,200        別途積立金 53,000,000

22 ソ フ ト ウ ェ ア 2,287,296        繰越利益剰余金 2,201,160,448

3．投資その他の資産 （ 53,498,946       ） （うち当期純利益） （ 326,385,983     ）

23 出 資 金 220,000

24 長 期 前 払 費 用 597,088

25 繰 延 税 金 資 産 49,309,422

26 敷 金 ・ 保 証 金 310,000

27 そ の 他 投 資 等 3,062,436        2,905,324,718

4,218,950,737  4,218,950,737資産の部合計 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

貸　借　対　照　表
(2021年12月31日現在)

負債の部合計



個 別 注 記 表

 １． 重要な会計方針に関わる事項

   ( 1 ) 資産の評価基準及び評価方法

        ① たな卸資産の評価基準及び評価方法

            ・　製品・半製品･原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

            ・　仕   掛   品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

            ・　貯   蔵   品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

   ( 2 ) 資産の評価基準及び評価方法

        ① 有形固定資産 定額法によっております｡  

        ② 無形固定資産

            ・　自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間( 5年 )に基づく定額法によっております｡

            ・　その他の無形固定資産 定額法によっております｡

        ③ 長期前払費用 定額法によっております｡

   ( 3 ) 引当金の計上基準

        ① 貸  倒  引  当  金 債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率

により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し､回収不能見込額を計上しております｡

        ② 賞  与  引  当  金 従業員の賞与支給に備えるため､賞与支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております｡

   ( 4 ) リース取引の処理方法

            リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については､

           通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

   ( 5 ) 会計方針の変更

 該当事項はありません。


